
令和３年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

ごみの発生抑制と
資源の有効活用

搬入ごみの適正処理の推進 1 ごみ搬入届出証交付事業

2 ごみ収集・運搬事業

3 ふれあい収集事業

4 ごみステーション看板作成事業

5 栃木県安全運転管理者協議会参画事業（環境政策課）

6 佐野市安全運転事業所連絡協議会参画事業（環境政策課）

7 佐野市労働基準協会参画事業（みかもクリーンセンター）

8 みかもクリーンセンターごみ焼却処理施設長期包括運営管理委託事業

9 みかもクリーンセンター破砕屑処理委託事業

10 みかもクリーンセンターばいじん等処理委託事業

11 震災に伴うみかもクリーンセンター焼却灰等放射性物質測定事業

12 葛生清掃センター維持管理事業

13 葛生清掃センター焼却業務委託事業

14 葛生清掃センター破砕屑処理委託事業

15 葛生清掃センター焼却灰等処理委託事業

16 震災に伴う葛生清掃センター焼却灰等放射性物質測定事業

17 佐野労働基準協会参画事業(葛生清掃センター)

18 みかもクリーンセンター維持管理事業



年 月
年度

６

１

１

２

　粗大ごみ、多量排出ごみ、事業系一般廃棄
物をみかもクリーンセンター及び葛生清掃セン
ターに搬入する場合に必要な搬入届出証を交
付する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 3,816 3,821 3,815

事業費計（A) 千円 49 42 45

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　負荷を与えない適切な処理・処分ができてい
る。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

ごみ処理施設の運転において、振動・騒音・
排出ガス等が施設の管理値を超えた件数 件 0 0 0 0 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 ごみ搬入届出証交付事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8221 一般 4 2 2 ごみ搬入届出証交付事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

平成17年度～　　年度
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

3,637 3,636
トータルコスト（A)＋（B) 千円 3,865 3,863 3,860 3,667 3,662

人
件
費

正規職員従事人数 人 5 5 5 5 5
のべ業務時間 時間 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

26

修繕料 0 修繕料 0 修繕料 0

消耗品費 49 消耗品費 42 消耗品費 45 消耗品費 30 消耗品費

30 26
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 49 42 45 30 26

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

事業所持込量（みかも） ｔ 725 702 722 717 653

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市民（家庭用、減免）持込量
（みかも）

ｔ 1,342 1,375 4,383 1,950 1,572

　みかもクリーンセンターにごみを持ち込む市
民・事業者

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

1.佐野地区で発生したごみは、みかもクリーン
センターに搬入する。
2.ごみの適切な搬入方法が理解される。
3.いつ、どんなごみが、どれくらい搬入された
かという状況が把握できる。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民（家庭用、減免）持込件数 件 31,554 32,871 35,815 40,010 37,305

事業所持込件数 件 6,930 6,780 6,932 7,148 6,711

届出証発行件数（みかも） 件 2,274 2,146 2,118 2,447 2,196

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

持込件数（みかも　家庭・事
業・減免）

件 38,484 39,651 42,747 47,158 44,016

・搬入届出受付件数　合計2,196件（内訳：事業所用68件、家庭用2,120件、減免8件）
・みかもクリーンセンターにおいて、搬入届出証の交付、ごみの分け方・出し方の指導を行った。
・搬入届出証受付時の聞き取りにより、施設で処理できないごみの処理方法の説明や搬入指導を
行った。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 クリーン推進係 担当課長名 櫻井　学

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 28 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　必要最小限の事業費でごみ搬入届出証の発行を行っており、これ以上事業費の削減余地はな
い。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　市民であれば、誰でもごみを搬入することができることから、搬入届出証の交付対象は、全世帯で
ある。搬入者からは、重量に応じてごみ処理手数料を徴収しており適正である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

　搬入者を確認することにより、自区内で処理される。また、ごみの分別・排出方法を承知してもらう
ことは、廃棄物の適正処理、減量化に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　一般廃棄物の処理は市町村の責務であるため休止・終了はできない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

　ごみ搬入届出証の発行事務は、本事業のみであり、類似の事業はない。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　搬入者を確認することにより、自区内で処理される。また、ごみの分別・排出方法を承知してもらう
ことは、廃棄物の適正処理、減量化に結びつく。

妥当である
理由・
改善案

　市民等（搬入者）に、市内で発生した一般廃棄物を適正に分別・排出してもらうことは適正処理に
つながり、対象と意図を見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　ごみを自己搬入するには、搬入届出証が必要であり、必要な市民には交付している。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　1市2町の合併に伴う事務事業の見直しによって「搬入届出証」交付事務が平成16年度から清掃事業課に移管され
た。それを機会に平成17年４月より、佐野清掃センター・下羽田ストックヤード・葛生清掃センターで「搬入届出証」を発
行できるようにオンラインで結び、加えてそれまで年度で切れていた届出証の有効期限を設けないで使用できるように
した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　1市2町の合併により、みかもクリーンセンター、下羽田ストックヤード、葛生清掃センターでの搬入
届出証の交付方法が統一された。
　その後、下羽田ストックヤードが閉鎖されたため、みかもクリーンセンター、葛生清掃センターで搬
入届出証を交付している。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　搬入届出証の有効期限が長くなったことについて、毎年更新する手間が省けたとの市民の声が多
く聞かれる。

B表（事後評価シート）

事務事業名 ごみ搬入届出証交付事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 クリーン推進係



年 月
年度

６

１

１

２

　業務委託による家庭から排出されるごみ収
集及び直営による粗大ごみや家電リサイクル
法対象機器の戸別訪問収集、市の施設収集、
町会等による環境美化活動に伴うごみ収集等
を実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 31,749 31,791 31,741

事業費計（A) 千円 152,460 151,381 153,391

その他 千円 241 285 273

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　負荷を与えない適切な処理・処分ができてい
る。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 ごみ収集・運搬事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8210 一般 4 2 2 ごみ収集・運搬事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H18年度～　　年度
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律

30,260 27,226
トータルコスト（A)＋（B) 千円 184,209 183,172 185,132 184,916 170,580

人
件
費

正規職員従事人数 人 4 4 4 4 4
のべ業務時間 時間 8,320 8,320 8,320 8,320 7,488

138,671

自動車重量税 475 自動車重量税 451 自動車重量税 468 自動車重量税 479 自動車重量税 369

ごみ収集委託料 145,171 ごみ収集委託料 145,171 ごみ収集委託料 146,515 ごみ収集委託料 147,859 ごみ収集委託料

143

自動車保険料 589 自動車保険料 593 自動車保険料 610 自動車保険料 563 自動車保険料 421

手数料 162 手数料 149 手数料 157 手数料 178 手数料

249

修繕料 2,914 修繕料 2,050 修繕料 2,804 修繕料 2,786 修繕料 2,346

印刷製本費 595 印刷製本費 458 印刷製本費 516 印刷製本費 427 印刷製本費

200

燃料費 1,789 燃料費 1,955 燃料費 1,943 燃料費 1,723 燃料費 954

消耗品費 765 消耗品費 554 消耗品費 378 消耗品費 641 消耗品費

154,656 143,354
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

343 331
一般財源 千円 152,219 151,096 153,118 154,313 143,023

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

ごみ収集重量 ｔ 23,513 23,433 23,368 24,236 23,245

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

ごみステーションでの回収でき
ないごみの重量

ｔ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

　市民
　家庭からごみステーションに排出される一般
廃棄物

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　市民に分別排出をしていただき、家庭から排
出される一般廃棄物を適正に収集運搬する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

世帯数 世帯 50,557 51,122 51,379 51,872 52,268
ごみステーション数 箇所 4,117 4,205 4,253 4,285 4,322

収集作業日数
(全市一斉清掃含む)

日 301 302 305 303 301

ごみ収集委託料 千円 145,171 145,171 146,515 147,859 138,671

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

ごみ収集重量 ｔ 23,513 23,433 23,368 24,236 23,245

・一部直営で収集していた燃えるごみを令和３年度より全て委託とし、燃えるごみ及び資源ごみ・燃えないご
み・有害ごみの収集は、佐野市全域(佐野・田沼・葛生地区)において業務委託で実施した。
・現在の業務委託契約は、令和３年度から令和７年度までの５年間である。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 廃棄物対策係 担当課長名 櫻井　学

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

人件費の削減余地がある
理由・
改善案

　令和３年度より家庭ごみ収集業務を全量委託としたことにより、ごみ収集業務に係る人件費を削減
した。
　現在の業務委託期間は令和７年度末である。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律において一般廃棄物の処理は、市町村で行う事務事業であ
る。家庭から排出されるごみを対象に収集しており、受益者負担を見直す必要はない。事業系ごみ
の収集は、排出者の費用負担で、佐野市一般廃棄物収集運搬許可業者が収集している。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

　令和３年度より家庭ごみの全量を業務委託とした。
　前契約（平成28年度より令和2年度まで）では、可燃ごみの収集について、市内85％を業務委託し、15％を直営収集
していた。

結びついている
理由・
改善案

　収集されたごみを、適正に処理できる施設に運搬することは、資源化の推進、不法投棄の防止に
もつながり、ごみのない住み良い生活環境の実現につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律で一般廃棄物の処理は、市町村で行う事務事業であり、休止・終了はできない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

　類似する目的や手段を持つ他の事務事業はない。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律において一般廃棄物の処理は、市町村で行う事務事業であ
る。

妥当である
理由・
改善案

　この事業は、家庭からごみステーションに排出される一般廃棄物を適正に収集することを目的に実
施しているため、対象と意図は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　分別して、家庭からごみステーションに排出されるごみは、総べて収集しているので向上の余地は
ない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　昭和45年に廃棄物の処理及び清掃に関する法律において、一般廃棄物の処理を市町村の責任と
したことに伴い開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　平成17年2月28日の佐野市、田沼町、葛生町の合併により、ごみ排出方法が統一された。分別に
ついては、平成18年4月より田沼・葛生地区は6種13分別に変更になったが、佐野地区においては、
新ごみ処理施設建設中のため、6種14分別であった。ごみ処理施設完成後の平成19年4月より佐野
地区も6種13分別になり、全地区において分別が統一された。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　特になし。

B表（事後評価シート）

事務事業名 ごみ収集・運搬事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 廃棄物対策係



年 月
年度

６

１

１

２

　高齢や障がいなどにより、ごみステーション
まで家庭ごみを持ち出すことが困難な世帯を
対象に、高齢者見守り事業の一環として、職
員が自宅へ訪問し、ごみを収集するとともに声
をかけて安否確認をする。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 16,123 16,144 16,118

事業費計（A) 千円 523 569 593

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　負荷を与えない適切な処理・処分ができてい
る。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理・最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 ふれあい収集事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8215 一般 4 2 2 ふれあい収集事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H23年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市ふれあい収集実施要綱

15,366 15,362
トータルコスト（A)＋（B) 千円 16,646 16,713 16,711 15,995 15,919

人
件
費

正規職員従事人数 人 3 3 3 3 3
のべ業務時間 時間 4,225 4,225 4,225 4,225 4,225

37

自動車重量税 34 自動車重量税 39 自動車重量税 38 自動車重量税 38 自動車重量税 38

自動車保険料 41 自動車保険料 41 自動車保険料 41 自動車保険料 38 自動車保険料

224

手数料 13 手数料 12 手数料 13 手数料 13 手数料 13

修繕料 122 修繕料 149 修繕料 160 修繕料 281 修繕料

12

燃料費 225 燃料費 262 燃料費 286 燃料費 244 燃料費 233

消耗品費 87 消耗品費 66 消耗品費 55 消耗品費 16 消耗品費

629 557
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 523 569 593 629 557

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

ふれあい収集の収集重量 ｔ 41 44 49 53 50

　高齢や障がいなどにより、家庭ごみをごみス
テーションまで持ち出すことが困難であり、か
つ、他の者からごみ排出の協力が得られない
世帯。

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　高齢者や障がい者のごみ排出に係る負担を
軽減するとともに、日常生活を支援する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

利用世帯(当該年度申請) 世帯 48 47 57 43 52
利用世帯(当該年度申請+過年度申請) 世帯 182 199 190 187 191

従事職員 人 2 2 2 2 2

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

収集車両 台 1 1 1 1 1

・ふれあい収集申請の受付をし、申請者の審査を行った。
・利用者への決定通知書を発送した。（発送件数    60件）
・指定された排出場所から家庭ごみ(可燃・資源・不燃・有害）を回収した。
・ごみ収集の際に一声かけ、安否の確認をした。
・安否確認できず、緊急連絡先等に連絡し、利用者の異変の発見につながった件数は　0件であった。
・一時休止利用者に現況を確認し、中止となる方（世帯）に変更届（中止）を提出してもらった。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他直接サービス提供事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 廃棄物対策係 担当課長名 櫻井　学

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　「ふれあい収集」の利用者は増えているため、事務所要時間を短縮する余地はない。
　また、事業費は車両の燃料費と維持管理費のため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　高齢や障がいなどにより、家庭ごみをごみステーションまで持ち出すことが困難であり、かつ、他の者からご
み排出の協力が得られない世帯のごみの排出に係る負担を軽減するとともに、日常生活を支援することを目
的としているので、ごみステーションへのごみ排出と同様に、受益者負担を求めるものではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

　現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　ごみの適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　高齢や障がいなどにより、家庭ごみをごみステーションまで持ち出すことが困難であり、かつ、他の者からごみ排出の協力が得られない
世帯を対象とするものであり、廃止・終了することは考えられない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

　類似する目的や手段を持つ他の事務事業はない。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　高齢や障がいなどにより、家庭ごみをごみステーションまで持ち出すことが困難であり、かつ、他の
者からごみ排出の協力が得られない世帯の「日常生活の支援」と「見守り」を兼ね「ふれあい収集」を
実施することは政策体系に結びついている。

妥当である
理由・
改善案

　ごみの排出に係る負担を軽減するとともに、日常生活を支援するためのものである。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　「ふれあい収集」の利用者が増えることが、成果向上につながる。（令和3年度は利用世帯数が減少してい
るが、これは長期間利用停止となっている利用者に対し、現況調査を行った結果、入院や施設へ入所等によ
り、ふれあい収集の該当者から削除したためであり、実質的には増加傾向が続いている。）

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　高齢化や核家族化の進行、地域コミュニティの希薄化により、一人暮らしの高齢者や障がい者の
ごみの持ち出しが困難になってきている。このようなことから、平成23年4月からごみの収集と安否
確認を兼ねた「ふれあい収集」を実施した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　少子高齢化が進むことにより、i対象者は増加傾向にある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　職員労働組合からの要望があった。

B表（事後評価シート）

事務事業名 ふれあい収集事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 廃棄物対策係



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 廃棄物対策係 担当課長名 櫻井　学

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

燃えるごみのステーション数 箇所 2,763 2,828 2,864 2,876 2,902

・「燃えるごみ」の看板を３０枚、「資源ごみ・燃えないごみ・有害ごみ」ステーションの看板を３３枚、
「資源ごみ持ち去り防止」の看板を５枚作成した。
・老朽化した看板の交換や新規ステーションへの設置に対し、必要に応じ「燃えるごみ」、「資源ごみ・
燃えないごみ・有害ごみ」ステーション看板及び「資源ごみ持ち去り防止」の看板を合計で３９枚配布
した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

資源ごみ・燃えないごみ・有害
ごみのステーション数

箇所 1,354 1,377 1,389 1,409 1,420

設置申請届出数 件 91 75 78 65 80

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民(ごみステーション利用者数） 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

設置許可数／設置申請届出
数

％ 100 100 100 100 100

　市民（ごみステーションの利用者） 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　市民(ごみステーション利用者）に、ごみを適
正に排出してもらう。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 96 78 145 193 214
193 214

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

214作成委託料 96 作成委託料 78 作成委託料 145 作成委託料 193 作成委託料

1,644 1,643
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,821 1,805 1,869 1,837 1,857

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 452 452 452 452 452

事務事業マネジメントシート

事務事業名 ごみステーション看板作成事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8222 一般 4 2 2 ごみステーション看板作成事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H18年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市ごみステーション設置基
準及び管理要領

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　ごみを適正に排出し、処理してもらう。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

不法投棄物処理数 箇所 65 57 34 44 29

　ステーション設置基準及び管理要領により設
置されたごみステーションに対し、必要に応じ
看板を配布する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,725 1,727 1,724

事業費計（A) 千円 96 78 145

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 ごみステーション看板作成事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 廃棄物対策係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　昭和４５年に廃棄物の処理及び清掃に関する法律において、一般廃棄物の処理を市町村の責務
としたことに伴い開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　平成17年2月28日の佐野市、田沼町、葛生町の合併により、ごみステーション設置基準及び管理
要領が変更になった。分別については、平成19年4月より、佐野・田沼・葛生地区のすべてにおいて6
種13分別に統一された。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　特になし。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　市でごみの収集を行うにあたりごみステーションに管理責任者を置き、決められた日の午前8時ま
でに、分別して決められた場所へ出すよう利用者に周知及び徹底を図ることで、政策体系(結果）に
結びついている。

妥当である
理由・
改善案

　市民（ごみステーション利用者）にごみを適正に排出してもらうため、ごみステーション設置基準及
び管理要領により設置されたごみステーションに必要に応じ看板を配布する。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　ごみステーションは町会が設置場所を決めるが、市はその際に収集場所として適当であるかどう
かを判断するもので、成果向上の余地はない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

　類似する目的や手段を持つ他の事務事業はない。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　ごみステーションがなくなることは考えられないので、休止・終了はできない。

　現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　ごみステーションに管理責任者を置き、決められた日の午前８時までに、分別して決められた場所
へ出すよう利用者に周知及び徹底を図ることで、政策体系(結果）に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　ごみステーションの看板を作成し配布するもので、事業費・人件費の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　市民(ごみステーション利用者）にごみを適正に排出してもらうため、ごみステーション設置用の看
板を配布するものであり、受益者負担を求める必要がない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

６

１

１

２

　栃木県安全運転管理者協議会に会員として
負担金を支出している。また、道路交通法第
74条の3により安全運転管理者を選任し、公安
委員会（所轄警察署）に届け出、必要な講習
会への参加を行っている。

※栃木県安全運転管理者協議は、安全運転
管理者の資質の向上及び安全運転管理体制
の充実強化、自動車運転者等に対する安全
運転に係わる研修、安全運転管理者に関する
広報啓発等を行うことにより、運転者等の資質
の向上及び安全運転の普及を図り、交通安全
に寄与することを目的に設立された法人であ
る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 31 31 31

事業費計（A) 千円 23 23 22

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　負荷を与えない適切な処理・処分ができてい
る。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県安全運転管理者協議会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8225 一般 4 2 2 栃木県安全運転管理者協議会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H19年度～　　年度
根拠
法令

条例等

道路交通法第74条の3
道路交通法施行規則第9条の8

29 29
トータルコスト（A)＋（B) 千円 54 54 53 51 51

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 8 8 8 8 8

1

負担金 22 負担金 22 負担金 22 負担金 22 負担金 22

手数料 1 手数料 1 手数料 0 手数料 0 手数料

22 22
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 23 23 22 22 22

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

協議会参画が有意義であると回答し
た職員の割合 ％ 100 100 100 100 100

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

協議会参画によって、知識や最新情報を得ら
れていると回答した対象職員の割合 ％ 100 100 100 100 100

①市職員(安全運転管理者）

（参画対象団体）
栃木県安全運転管理者協議会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①安全運転管理者に対する知識の習得や県
内の交通事故等の最新情報を得る。

②管理下の運転手への安全運転教育を行
い、安全の徹底を図る。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

対象職員数 人 1 1 1 1 1

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

講習会出席回数 回 1 1 1 0 0

（市の活動）
　栃木県安全運転管理者協議会に負担金の支出、安全運転管理者の選任・届出。令和３年度は、新型コロナ
感染防止のため研修会は開催なし。
（栃木県安全運転管理者協議会の活動）
　安全運転管理者等講習会、車両・道路清掃、通常総会、各種交通安全運動への参画、機関誌「とちぎの安
全運転管理」の発行、その他安全のための通年運動。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 廃棄物対策係 担当課長名 櫻井　学

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　道路交通法の定めによる費用であるため、削減する余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　受益者は特定されないため、見直す必要はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

　現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　安全運転管理に対する知識や県内の交通事故等の最新情報を得ること。また、管理下の運転手
への安全運転教育を行い安全の徹底を図ることは、搬入搬出ごみの適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　道路交通法の定めによる事務事業であるため、廃止や休止はできない。

類似事務事業名 佐野市安全運転事業所連絡協議会参画事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業があり統合・
連携できる・している 理由・

改善案

　負担金を主とする事務事業であるため統合や連携はできない。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　安全運転管理者等の選任及び届出については、道路交通法で定められている。また、安全運転
管理者等は講習会を受講しなければならない。
　安全運転管理者等のいる事業所は基本的に安全運転管理者協議会に参画しなければならない。

妥当である
理由・
改善案

　対象と意図については、道路交通法で定められているため、見直しはできない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　道路交通法の定めによる事務事業であるため、現時点での向上余地はない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　道路交通法第74条の3により、安全運転管理者を選任し、公安委員会（所轄警察署）に届け出なけ
ればならないため、平成19年度から参画した。
（条件：事業所として車両5台以上を保有している）

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　交通安全に対する意識の強化。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　常に安全運転に努めるよう求められている。

B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県安全運転管理者協議会参画事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 廃棄物対策係



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 廃棄物対策係 担当課長名 櫻井　学

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

会議等への出席回数 回 1 1 1 0 0

（市の活動）
　佐野市安全運転事業所連絡協議会に負担金の支出、総会、研修会への参加を行う。令和３年度は、新型コ
ロナ感染防止のため研修会は開催なし。
（佐野市安全運転事業所連絡協議会の活動）
　通常総会、研修会、道路標識等清掃、該当啓発、各種交通安全運動への参画

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

対象職員数 人 1 1 1 1 1

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

協議会参画によって、知識や最新情報を得ら
れていると回答した対象職員の割合 ％ 100 100 100 100 100

①市職員(安全運転管理者）

（参画対象団体）
栃木県安全運転管理者協議会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①安全運転管理者に対する知識の習得や県
内の交通事故等の最新情報を得る。

②管理下の運転手への安全運転教育を行
い、安全の徹底を図る。 協議会参画が有意義であると回答し

た職員の割合 ％ 100 100 100 100 100

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 10 10 10 10 10
10 10

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

10負担金 10 負担金 10 負担金 10 負担金 10 負担金

44 44
トータルコスト（A)＋（B) 千円 56 56 56 54 54

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 12 12 12 12 12

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市安全運転事業所連絡協議会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8226 一般 4 2 2 佐野市安全運転事業所連絡協議会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H19年度～　　年度
根拠
法令

条例等

道路交通法第74条の3

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　負荷を与えない適切な処理・処分ができてい
る。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

　　佐野市安全運転事業所連絡協議会に会員
として負担金を支出している。協議会主催の
会議へ参加等している。
※佐野市安全運転事業所連絡協議会は、安
全運転管理者選任事業所における運転者及
び車両の安全管理に関する調査研究等を行
い、併せて一般社団法人栃木県安全運転管
理者協議会佐野地区協議会を助成し、事業所
における交通事故の防止を図り、持って事業
所の発展と交通安全に寄与することを目的と
する団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 46 46 46

事業費計（A) 千円 10 10 10

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市安全運転事業所連絡協議会参画事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 廃棄物対策係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　道路交通法第74条の3により、安全運転管理者を選任し、公安委員会(所轄警察署）に届け出なけ
ればならないとなっているため、平成19年度から参画した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　交通安全に対する意識の強化。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　常に安全運転に努めるよう求められている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　安全運転管理者を有する事業所の会員として、佐野市安全運転事業所連絡協議会に参画してい
る。

妥当である
理由・
改善案

　対象と意図については、道路交通法で定められているため、見直しはできない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　道路交通法の定めによる事務事業であるため、現時点での向上余地はない。

類似事務事業名 栃木県安全運転管理者協議会参画事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業があり統合・
連携できる・している 理由・

改善案

　負担金を主とする事務事業であるため統合や連携はできない。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　道路交通法の定めによる事務事業であるため、廃止や休止はできない。

　現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　安全運転管理者に対する知識や市内、県内の交通事故等の最新情報を得ること。また、管理下の
運転者への安全運転教育を行い安全の徹底を図ることは、搬入搬出ごみの適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　道路交通法の定めによる費用であるため、削減する余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　受益者は特定されないため、見直す必要はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 23 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 廃棄物対策係 担当課長名 櫻井　学

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

会議等の開催数 回 4 4 4 0 0

（市の活動）
　佐野労働基準協会に負担金の支出。例年、総会及び産業安全衛生大会に参加しているが、令和３年度は
新型コロナ感染防止のため開催なし。また、佐野市清掃センター安全衛生委員会の開催等を行う。
（佐野労働基準協会の活動）
　例年、通常総会（1回）、労務管理セミナー(１回）、産業安全衛生大会（1回）、労働安全週間説明会（1回）を
開催しているが、令和３年度は新型コロナ感染防止のため開催なし。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

加入事業者数 事業所 465 456 456 456 437

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

会議への出席回数 回 2 2 2 0 0

　みかもクリーンセンターに勤務する職員 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　施設環境の保全並びに適正な維持管理

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 24 24 24 23 24
23 24

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

24負担金 24 負担金 24 負担金 24 負担金 23 負担金

44 44
トータルコスト（A)＋（B) 千円 70 70 70 67 68

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 12 12 12 12 12

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野労働基準協会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8227 一般 4 2 2 佐野労働基準協会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H18年度～　　年度
根拠
法令

条例等

労働安全衛生法第19条

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

　負荷を与えない適切な処理・処分ができてい
る。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理・最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

　みかもクリーンセンターに勤務する職員の労
働災害防止と職場環境の安全衛生の適正な
管理を行う。

※佐野労働基準協会とは、会員相互の連絡
調整のもと関係行政機関等と連携し、労働基
準法、労働安全衛生法などの関係法令の普
及に努めるとともに、労務管理の改善、労働
災害防止のための活動を推進することによっ
て労働者の福祉の増進を図り、併せて労働生
産性の向上と産業の興隆に寄与することを目
的としている。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 46 46 46

事業費計（A) 千円 24 24 24

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野労働基準協会参画事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 廃棄物対策係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　労働安全衛生法により、事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を
守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健
康を確保するようにしなければならないとなっているため、平成18年度から参画した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　労働災害の防止強化。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　常に、安全・安心の施設であるような管理が求められている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　施設環境の保全並びに適正な維持管理であり、公共関与は妥当である。

妥当である
理由・
改善案

　施設環境の保全並びに適正な維持管理のため、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　佐野労働基準協会への負担金の支出、総会、講習会への参加であり、向上余地はない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

　類似する目的や手段を持つ他の事務事業はない。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　労働災害防止と職場環境の安全衛生の適正な管理を行う事務事業であり、廃止や休止はできない。

　現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　労働災害防止と職場環境の安全衛生の適正な管理は、搬入搬出ごみの適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　佐野労働基準協会への負担金であり、事業費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　受益者負担を求めないことが適正であり、見直す必要はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 28 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 クリーン推進係 担当課長名 櫻井　　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 施設維持管理事業（市以外が主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

可燃ごみの搬入量 t 25,101 23,021 27,388 24,580 24,113

委託費 千円 780,473 793,007 762,590 716,800 967,084

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

可燃ごみの搬入量 ｔ 25,101 23,021 27,388 24,580 24,113

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

焼却処理したごみの量 t 25,398 23,279 25,482 25,776 24,482

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 235,620 234,385 223,170 223,506 223,442
一般財源 千円 544,853 558,622 539,420 493,294 743,642

事業費計（A) 千円 780,473 793,007 762,590 716,800 967,084
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

業務委託費 780,473 業務委託費 793,007 業務委託費 762,590 t 716,800 業務委託費 967,084

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 2,500 2,500 2,450 2,450 2,450
人件費計（B) 千円 9,540 9,553 9,347 8,911 8,908

トータルコスト（A)＋（B) 千円 790,013 802,560 771,937 725,711 975,992

事務事業マネジメントシート

事務事業名 みかもクリーンセンターごみ焼却処理施設長期包括運営管理委託事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8218 一般 4 2 2

みかもクリーンセンターごみ焼却処理施設長
期包括運営管理委託事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

Ｒ３年度～Ｒ８年度
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

令和３年４月１日より６年間の「みかもクリーンセンターごみ焼却処理施設長期包括運営管理委託事業」
の契約を日立造船・日神サービス共同企業体と締結したことにより、令和３年度において、継続的に焼
却及び維持管理を包括委託し、安全且つ適正に実施した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

みかもクリーンセンターで令和３年４月１日から
令和９年３月３１日までに処理する各年度の可
燃ごみ。

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

みかもクリーンセンターで令和３年４月から令和
９年３月までの各年度の可燃ごみを焼却処分す
る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

みかもクリーンセンターに搬入される可燃ごみ
の焼却及び施設の維持管理を令和３年４月１日
より令和９年３月３１日の６年の長期に亘り包括
委託する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 みかもクリーンセンターごみ焼却処理施設長期包括運営管理委託事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 クリーン推進係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

みかもクリーンセンターごみ焼却施設の包括管理委託事業を長期的に委託することを目的に検討を重
ね、技術提案型競争入札により請負業者を決定し、平成２３年１１月以降から委託した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

ダイオキシン類排出規制強化。東日本震災による放射性セシウムの影響による運転管理が重要視さ
れた。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

安全、安心なごみ処理が求められている。

現状維持のため対象外。

結びついている
理由・
改善案

安全、安心のごみ焼却施設運営は、ごみの適正処理に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

一般廃棄物(可燃ごみ)の処理は市の責務である。

妥当である
理由・
改善案

一般廃棄物(可燃ごみ)の処理は市の責務であり、見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

提案型競争入札により選定された請負業者が長期包括運営管理委託契約に基づき行うため向上の余
地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

ごみ焼却処理施設を長期包括で管理運営委託しているので、みかもクリーンセンター以外はない。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

処分を委託する事業であり、職員の関与は最小限で、人件費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担を見直す
必要がある

理由・
改善案

ごみ処理費用の負担公平化を図るため、排出量に応じた負担となるように、指定ごみ袋の有料化につ
いて検討する。

総
合
評
価

本施設が地元協定書により停止になるか、老朽化等により操業が停止し、維持管理不可能で施設廃止となった場合は、本事業は終了とな
る。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 24 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 施設係 担当課長名 櫻井　　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

不燃ごみの量 t 890 813 875 867 738

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

破砕屑の発生量 ｔ 117 124 140 181 184

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

破砕屑の搬出量 ｔ 117 124 140 181 184

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 3,967 4,489 5,284 6,196 6,506
事業費計（A) 千円 3,967 4,489 5,284 6,196 6,506

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

調査委託料 95 調査委託料 95 調査委託料 97 調査委託料 97 調査委託料 97

廃棄物処理委託料 3,722 廃棄物処理委託料 4,224 廃棄物処理委託料 4,981 廃棄物処理委託料 5,866 廃棄物処理委託料 6,173

負担金 150 負担金 170 負担金 206 負担金 233 負担金 237

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 100 100 100 100 100
人件費計（B) 千円 382 382 382 364 364

トータルコスト（A)＋（B) 千円 4,349 4,871 5,666 6,560 6,870

事務事業マネジメントシート

事務事業名 みかもクリーンセンター破砕屑処理委託事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8212 一般 4 2 2 みかもクリーンセンター破砕屑処理委託事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ１７年度～　　
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

・４月　最終処分事業者と委託契約を締結
・４月～３月　破砕屑及びビン残渣の適切な委託処理
・９月　最終処分場の現地確認
・１月　最終処分物の溶出試験
・２月　最終処分場のある自治体（山形県米沢市）と事前協議
・四半期ごとに米沢市に最終処分量の報告及び環境保全協力金の支払い

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

破砕屑
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

埋立て処分
成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

みかもクリーンセンターリサイクル施設におい
て、不燃ごみ処理により発生する破砕屑及び、
再資源化できないビン残渣を、環境に負荷を与
えない適切な処理・処分を行うことができる事業
者に委託する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 みかもクリーンセンター破砕屑処理委託事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 施設係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成18年3月のみかもクリーンセンターリサイクル施設稼働により開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

ごみの適正な処理が求められている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

安全、安心なごみ処理が求められている。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

破砕屑の適切な最終処分は、搬入排出ごみの適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

一般廃棄物の適正処理は市の責務である。
佐野市には最終処分場がなく、自区内処理が行えないため業務委託を実施している。

妥当である
理由・
改善案

一般廃棄物処理の過程で、破砕屑の発生は不可欠であり、見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

自前の最終処分場を持たない以上、破砕屑の処分の委託はやむを得ず、向上余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

この事業は、みかもクリーンセンターと葛生清掃センターから発生する破砕屑の処理委託事業なので、
他に類似事業はない。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

処分を委託する事業であり、職員の関与は最小限で、人件費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

ごみ処理費用の負担公平化を図るため、排出量に応じた負担となるように、指定ごみ袋の有料化につ
いて検討する。

総
合
評
価

本施設が地元協定書により停止になるか、老朽化等により操業が停止し、維持管理不可能で施設廃止となった場合は、本事業は終了とな
る。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 24 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 施設係 担当課長名 櫻井　　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

可燃ごみ焼却量 ｔ 25,398 23,279 25,482 25,776 24,482

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

ばいじん、不燃残渣の発生量 ｔ 1,296 1,314 1,836 1,548 1,356

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

ばいじん、不燃残渣の搬出量 ｔ 1,296 1,314 1,836 1,548 1,356

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 37,062 37,525 46,990 43,853 39,707
事業費計（A) 千円 37,062 37,525 46,990 43,853 39,707

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

廃棄物処理委託料 37,062 廃棄物処理委託料 37,525 廃棄物処理委託料 46,990 廃棄物処理委託料 43,853 廃棄物処理委託料 39,707

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 100 100 100 100 100
人件費計（B) 千円 382 382 382 364 364

トータルコスト（A)＋（B) 千円 37,444 37,907 47,372 44,217 40,071

事務事業マネジメントシート

事務事業名 みかもクリーンセンターばいじん等処理委託事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8275 一般 4 2 2

みかもクリーンセンターばいじん等処理委託
事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ１８年度～　　　
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

・４月　最終処分事業者と委託契約を締結
・４月～３月　ばいじん及び焼却不燃残渣の適切な委託処理
・９月　最終処分場の現地確認
・２月　最終処分場のある自治体（群馬県草津町、青森県三戸町）と事前協議

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

ばいじん、不燃残渣
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

埋立て処分
成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

みかもクリーンセンターごみ焼却処理施設にお
いて、可燃ごみの焼却により発生する、ばいじ
ん、焼却不燃残渣を、環境に負荷を与えない適
切な処理・処分を行うことができる事業者に委
託する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 みかもクリーンセンターばいじん等処理委託事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 施設係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成18年9月以降のみかもクリーンセンターごみ焼却施設試運転開始から

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

ダイオキシン類等の排出規制が強化されている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

安全、安心なごみ処理が求められている。

現状維持のため対象外。

結びついている
理由・
改善案

ばいじん等の適正な処理は、搬入搬出ごみの適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

一般廃棄物の適正処理は市の責務である。
佐野市には最終処分場がなく、自区内処理が行えないため業務委託を実施している。

妥当である
理由・
改善案

ばいじん、不燃残渣の処理はごみ焼却施設運転に不可欠であり、見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

自前の最終処分場を持たない以上、ばいじん、不燃残渣の処分の委託はやむを得ず、向上余地はな
い。

類似事務事業はない
理由・
改善案

この事業は、みかもクリーンセンターと 生清掃センターから発生するばいじん、不燃残渣の処理委託
事業なので、他に類似事業はない。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

処分を委託する事業であり、職員の関与は最小限で、人件費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

ごみ処理費用の負担公平化を図るため、排出量に応じた負担となるように、指定ごみ袋の有料化につ
いて検討する。

総
合
評
価

本施設が地元協定書により停止になるか、老朽化等により操業が停止し、維持管理不可能で施設廃止となった場合は、本事業は終了とな
る。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 24 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 施設係 担当課長名 櫻井　　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 検査・調査事務

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

焼却灰等（飛灰、焼却不燃残渣、溶融スラ
グ）の放射性セシウム測定回数 回 18 10 10 9 9

破砕くずの放射性セシウム測定回
数

回 6 6 6 6 6

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

焼却灰等（飛灰、焼却不燃残渣、溶融スラグ） 検体 3 3 3 3 3
破砕くず 検体 1 1 1 1 1

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

基準値を下回った焼却灰等（飛灰、焼却不燃残渣、溶
融スラグ）の放射性セシウム測定回数 回 18 10 10 9 9

基準値を下回った破砕くずの放射
性セシウム測定回数 回 6 6 6 6 6

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

ごみ処理施設の運転において、振動・騒
音・排出ガス等が施設の管理値を超えた
件数

件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 132 126 126 121 121
事業費計（A) 千円 132 126 126 121 121

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

業務委託料 132 業務委託料 126 業務委託料 126 業務委託料 121 業務委託料 121

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 50 50 50 45 45
人件費計（B) 千円 191 191 191 164 164

トータルコスト（A)＋（B) 千円 323 317 317 285 285

事務事業マネジメントシート

事務事業名 震災に伴うみかもクリーンセンター焼却灰等放射性物質測定事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8231 一般 4 2 2

震災に伴うみかもクリーンセンター焼却灰等
放射性物質測定事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ２３年度～　　
根拠
法令

条例等

放射性物質汚染対処特措法
原子炉等規制法に基づくクリア
ランス基準

ごみ焼却処理施設から排出された飛灰、焼却不燃残渣及び、不燃物処理施設から排出された破砕くず
について最終処分場のある自治体からの要請で放射性セシウム測定を実施した。また、溶融スラグに
ついては安全性の確認のため放射性セシウム測定を実施した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

みかもクリーンセンターごみ焼却処理施設から
排出される焼却灰等（飛灰、焼却不燃残渣、溶
融スラグ）及び不燃物処理施設から排出された
破砕くず

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

○最終処分先自治体の定める、焼却灰等（飛灰、焼却
不燃残渣）の受入れ基準値の4,000Bq/kg以下である
ことを、また、溶融スラグの利用基準値の100Bq/kg以
下であることを確認する。
○最終処分先自治体の定める、破砕くずの受入基準
値の4,000Bq/kg以下であることを確認する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

平成２４年１月に放射性物質汚染対処特措法によ
り、飛灰、焼却不燃残渣、溶融スラグ、排ガス、排水
についての測定要請があり、それぞれ要綱等に従い
的確に実施を行った。特措法に基づく飛灰、焼却不
燃残渣、排ガス、排水については、特措法の基準を
全て満たしており、平成２４年２月までの測定結果を
以て免除となりました。現在においては、最終処分
場のある自治体からの要請及び有効利用を行う、溶
融スラグの安全性確認のため放射性物質測定を的
確に実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 震災に伴うみかもクリーンセンター焼却灰等放射性物質測定事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 施設係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

東京都の一般廃棄物焼却施設の飛灰から8,000Bq/kgを超える放射性セシウム（セシウム134及びセシウム137）が検出され
たことから、国（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）は東北地方及び関東地方等の一般廃棄物焼却
施設における焼却灰（主灰及び飛灰）の測定の要請があった。これを受け、本市も測定を実施する。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

福島原発事故による放射性物質（特にセシウム）による影響は、この事業の結果が国より公表された
が、8,000Bq/kgを超える結果となった指定廃棄物においては、未だに処分が進んでいない状況である。
今後も定期的に測定を行い、自主的に監視を実施して行くことが望ましい。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特になし。

現状維持により対象外。

結びついている
理由・
改善案

検体が国の定める基準値8,000Bq/kg以下であることや搬入先自治体の基準値4,000Bq/kg以下、であ
ることを確認したうえで埋立処分を行うため、焼却灰等の適正処理が行える。

市が行わなければならない
理由・
改善案

一般廃棄物(可燃ごみ)の処理は市の責務であり、その一般廃棄物処理に伴う放射性測定業務は市が
行わなければならない。測定については民間の専門業者に委託する。

妥当である
理由・
改善案

この事業は、ごみ焼却処理施設から排出される焼却灰等（飛灰、焼却不燃残渣、溶融スラグ、破砕く
ず）の放射性セシウム濃度を測定し、安全を確認することにより適正処理及び再生材利用が行えるの
で、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

放射性濃度の測定を専門業者に委託し、検体が8,000Bq/kgを超える場合には、放射性物質汚染対処
特措法に準拠し、また、一時保管しなければならないので、検査結果に応じて対応するものであり、成
果向上の余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

このような事業は他にはない。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

焼却灰等の４検体を民間の専門業者に委託する事業であり、見積合わせにより委託費を決定してお
り、削減の余地はない。また、人件費についてもこの委託事業の関与は最小限であり、削減余地はな
い。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

一般廃棄物(可燃ごみ)の処理は市の責務であり、受益者負担を問うものではない。

総
合
評
価

国の放射性対処特措法による焼却灰等、排ガス及び排水の測定要請事業は、測定結果が基準値を下回ったことを確認された時点で免除と
なった。しかし、現在の測定は最終処分場を有する自治体からの焼却灰等受入条件として測定が義務づけされていることから実施している。
したがって焼却灰等の受入先の要請がなくなるまで継続される。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 葛生清掃センター 担当課長名 櫻井　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

ごみ処理施設の稼動日数
日 301 302 305 301 302

可燃ごみ・資源ごみ等の搬入
量

ｔ 10,339 10,456 11,053 10,318 9,670

ごみ処理施設の維持管理に要
した経費

千円 119,686 112,986 124,955 128,478 129,143

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

ごみ焼却施設の運転日数 日 294 297 300 301 302
粗大ごみ処理施設の運転日数 日 249 252 254 253 250

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

適正処理したごみの割合
％ 100 100 100 100 100

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 82,802 72,156 71,437 73,663 73,686
一般財源 千円 36,884 40,830 53,518 54,815 55,457

事業費計（A) 千円 119,686 112,986 124,955 128,478 129,143
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

報酬 9,242 報酬 9,271 報酬 13,000 給料 12,689 給料等 13,821

共済費 1,488 共済費 1,519 共済費 1,985 職員手当等 4,574 職員手当等 4,596

需用費 91,271 需用費 86,197 需用費 93,878 共済費 2,467 共済費 2,904

役務費 599 役務費 521 役務費 607 需用費 91,527 需用費 90,569

委託料 16,566 委託料 15,033 委託料 14,983 役務費 537 役務費 610

使用料及び賃借料 157 使用料及び賃借料 132 使用料及び賃借料 129 委託料 16,219 委託料 16,116

公課費 363 公課費 314 公課費 373 使用料及び賃借料 138 使用料及び賃借料 140

公課費 327 公課費 387

正規職員従事人数 人 9 9 9 9 6
のべ業務時間 時間 14,040 14,040 14,040 14,040 14,040
人件費計（B) 千円 53,577 53,647 53,563 51,063 51,049

トータルコスト（A)＋（B) 千円 173,263 166,633 178,518 179,541 180,192

事務事業マネジメントシート

事務事業名 葛生清掃センター維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8282 一般 4 2 2 葛生清掃センター維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　６年度～　　年度
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律、佐野市廃棄物の処理及び
清掃に関する条例　

①ごみ処理作業の安全確保
②ごみ焼却や粗大ごみ処理施設の保守管理
③搬入ごみ6種13品目、搬出ごみ(資源物含む)などの適正な処理処分
④搬入搬出ごみの計量や手数料等の徴収
⑤予算・決算の管理

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①葛生清掃センターごみ処理施設
②搬入、搬出ごみ

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①葛生清掃センターごみ処理施設を、適正に維
持管理する。
②搬入搬出ごみを、適正に処理する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

葛生清掃センター において、①ごみ処理作業
の安全確保、②ごみ焼却や粗大ごみ処理施設
の保守管理、③搬入ごみ6種13品目、搬出ごみ
(資源物含む)などの適正な処理処分、④搬入搬
出ごみの計量や手数料等の徴収⑤予算・決算
の管理などを行い、ごみ処理施設の適正で安
定した稼動を維持推進する事業である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 葛生清掃センター維持管理事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 葛生清掃センター

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

葛生清掃センターは、田沼・葛生地区のごみ処理施設（安蘇清掃センター）として平成６年３月に竣工、
翌４月から運転を開始して、平成１７年２月の合併で佐野市葛生清掃センターとなった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

平成１２年１月にダイオキシン類対策特別措置法が施行されて、更に平成１４年１２月１日からは廃棄
物の処理及び清掃に関する法律に基づく、ごみ処理施設の構造基準及び維持管理基準が強化される
など、環境に配慮した適正なごみ処理が求められている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

施設が老朽化してきているが、今後の運営方針をどう考えているのか。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

葛生清掃センターごみ処理施設を、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく設置許可基準や技
術上の基準を遵守して適正に維持管理を行うことで、搬入される可燃ごみや資源ごみ及び粗大ごみの
適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第４条により、ごみ処理は地方公共団体の責務とされている。ま
た、佐野市廃棄物の処理及び清掃に関する条例でも、市の責務としてごみの減量化など対策を講ずる
とともに、その適正な処理に努めなければならないとされている。市民と協働という視点では、各種の業
務を佐野市シルバー人材センターを始め、民間委託を実施している。

妥当である
理由・
改善案

葛生清掃センターに搬入されるごみを、１００％適正に処理することが成果であるため向上余地はな
い。

成果向上余地がない
理由・
改善案

葛生清掃センターに搬入されるごみを、１００％適正に処理することが成果であるため向上余地はな
い。

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似事務事業はありません。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

葛生清掃センターに搬入されるごみを、１００％適正に処理するための事業費であるため、削減の余地
はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

家庭からごみステーションに排出されるごみは無料であるが、葛生清掃センターに持ち込まれる事業
所や家庭からのごみは、その量に応じて手数料を徴収しているため見直す必要はない。

総
合
評
価

現在の葛生清掃センターでのごみ処理を完全に行わなくなった場合（例えばみかもクリーンセンターでごみ処理等）、この事業は廃止できる。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 葛生清掃センター 担当課長名 櫻井　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 施設維持管理事業（市以外が主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

焼却施設の運転日数
日 294 297 300 301 302

運転管理委託に要した経費
千円 64,768 64,768 65,368 66,077 67,749

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

可燃ごみ等の量 ｔ 9,319 9,450 9,913 9,850 9,189

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

焼却処理された可燃ごみ等の
量

ｔ 9,221 9,113 9,790 9,214 9,228

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 64,768 64,768 65,368 66,077 67,749
事業費計（A) 千円 64,768 64,768 65,368 66,077 67,749

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

業務委託料 64,768 業務委託料 64,768 業務委託料 65,368 業務委託料 66,077 業務委託料 67,749

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 208 208 208 208 208
人件費計（B) 千円 794 795 794 756 756

トータルコスト（A)＋（B) 千円 65,562 65,563 66,162 66,833 68,505

事務事業マネジメントシート

事務事業名 葛生清掃センター焼却業務委託事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8277 一般 4 2 2 葛生清掃センター焼却業務委託事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

　　６年度～　　年度
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律、佐野市廃棄物の処理及び
清掃に関する条例　

可燃ごみ焼却施設の運転管理を委託

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

① 生清掃センターごみへ搬入される可燃ごみ
等

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

① 生清掃センターごみ焼却施設で可燃ごみ
等が、適正に焼却処理される。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

葛生清掃センターごみ処理施設において、可燃
ごみを年間をとおして計画的且つ効率的に焼却
処理するにあたり、焼却施設の運転管理を委託
する事業である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 葛生清掃センター焼却業務委託事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 葛生清掃センター

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

葛生清掃センターが平成６年３月に竣工し、翌４月からごみ処理施設の適正で効率的な管理運営を図
るために、焼却施設の運転管理委託が開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

平成１２年１月にダイオキシン類対策特別措置法が施行され、更に平成１４年１２月からは廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づく、ごみ焼却施設の構造基準や維持管理基準が改正されて、ダイオキシン類の排出濃度基準や施設の維持管
理基準が遵守されない場合は、法第９条の２（許可の取消し等）により、県知事から設置許可の取り消しや改善命令、使用
の停止命令がされる様に変化した。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特にありません。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

ごみ焼却施設を適正に運転管理することが、適正なごみ処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第４条により、ごみ処理は市の責務とされている。また、佐野市
廃棄物の処理及び清掃に関する条例でも一般廃棄物の減量化対策を講ずるとともに、その適正な処
理を図るとされている。市民との協働という視点では、施設の運転管理業務を委託で実施している。

妥当である
理由・
改善案

搬入されたごみの100％を環境に配慮し適正に焼却処理を行なうことは法律や条例に基づく自治体の
責務であり、また、対象が搬入ごみやごみ処理施設で意図がごみ処理施設で適正に処理がされること
なので妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

葛生清掃センターに搬入される可燃ごみ等を、１００％適正に焼却処理することが成果であるため向上
余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似事務事業はありません。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

葛生清掃センターに搬入される可燃ごみ等を、１００％適正に焼却処理することが成果であるため向上
余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

家庭からごみステーションに排出されるごみは無料であるが、葛生清掃センターに持ち込まれる事業
所や家庭からのごみは、その量に応じて手数料を徴収しているため見直す必要はない。

総
合
評
価

現在のごみ焼却業務を直営で行うか、葛生清掃センターでごみ焼却処理を完全に行わなくなった場合（例えばみかもクリーンセンターでごみ
焼却等）、この事業は廃止できる。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 葛生清掃センター 担当課長名 櫻井　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

不燃ごみ、粗大ごみの処理量
ｔ 559 537 742 639 554

委託処理した破砕屑量
ｔ 51 60 58 92 56

破砕屑の委託処理に要した経
費

千円 1,690 1,995 1,967 3,108 1,966

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

破砕屑の発生量 ｔ 51 60 58 92 56

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

破砕屑の処分量
ｔ 51 60 58 92 56

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 1,690 1,995 1,967 3,108 1,966
事業費計（A) 千円 1,690 1,995 1,967 3,108 1,966

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

廃棄物処理委託料 1,625 廃棄物処理委託料 1,917 廃棄物処理委託料 1,891 廃棄物処理委託料 2,990 廃棄物処理委託料 1,893

負担金 65 負担金 78 負担金 76 負担金 118 負担金 73

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 208 208 208 208 208
人件費計（B) 千円 794 795 794 756 756

トータルコスト（A)＋（B) 千円 2,484 2,790 2,761 3,864 2,722

事務事業マネジメントシート

事務事業名 葛生清掃センター破砕屑処理委託事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8216 一般 4 2 2 葛生清掃センター破砕屑処理委託事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　９年度～　　年度
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律、佐野市廃棄物の処理及び
清掃に関する条例　

①破砕屑の運搬と最終埋立処分の委託
②米沢市へ環境保全協力金の支払い

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

破砕屑の発生量
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

葛生清掃センターからの破砕屑を法律に基づく
構造基準を満たした管理型の処分場まで運搬
され、適正な埋立処分をされる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

葛生清掃センターに搬入された不燃ごみは、金
属類などの資源化物と埋立処分を必要とする
不燃物残渣に選別される。更に、不燃物残渣は
減容のために粉砕処理し破砕屑となるが、有害
物質を含み循環が困難な廃棄物のため、管理
型の処分場に埋立をする必要がある。この運搬
と最終埋立処分を委託する事業である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 葛生清掃センター破砕屑処理委託事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 葛生清掃センター

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成９年４月から廃棄物の処理及び清掃に関する法律の埋立基準強化に基づく改善指導により、自区
内処分場の確保が困難な状況を受けて処理委託が開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

破砕屑の処分委託にあたっては、契約に基づく業務の終了後であっても委託期間中の不適正な処分
が確認された場合、環境省ではその廃棄物の委託者に対してもその搬入量に応じて、復旧の為の経
費負担など責任（排出者責任）が追求されるようになった。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特にありません。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

破砕屑の最終埋立処分場を自区内（佐野市内）に確保出来ない実情があり、緊急避難的な対応でや
むを得ず搬入先自治体と事前協議の上での処分は、燃えないごみなどの適正処理に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第４条や佐野市廃棄物の処理及び清掃に関する条例4条によ
り、市は一般廃棄物を生活の保全上支障が生じないように、その適正な処理及び処分（資源化を含む）
を行なうことが責務とされている。市民との協働という視点では、破砕屑の処理業務を委託で実施して
いる。

妥当である
理由・
改善案

ごみの資源化及び減量化処理に伴い発生する破砕屑を、法律や条例に基づき適正に処理する事業の
ため対象と意図は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

粗大ごみ処理施設における資源ごみ等の処理においては、その処理量に応じて一定量の破砕屑が発
生するので、佐野市内（自区内）に埋立処分場を確保することが出来ない現状では、委託による処分以
外に検討の余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似事務事業はありません。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費の削減については平成２９年度より、破砕屑の減量を図るため、ビン残渣、ガラス類、陶磁器類
の資源化処理を開始したため破砕屑処理の委託料が削減できたが、現在これ以上削減の余地はな
い。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

家庭からごみステーションに排出されるごみは無料であるが、葛生清掃センターに持ち込まれるごみ
は、その量に応じて手数料を徴収しているため見直す必要はない。

総
合
評
価

佐野市が市所有の一般廃棄物最終処分場を確保するか、現在の葛生清掃センターでの不燃ごみ処理を行わなくなった場合（例えばみかもク
リーンセンターで不燃ごみ処理等）、この事業は廃止できる。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 葛生清掃センター 担当課長名 櫻井　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

可燃ごみ焼却量
ｔ 9,221 9,113 9,790 9,214 9,228

委託処理した焼却灰等の量
ｔ 1,102 1,086 1,213 1,151 1,124

焼却灰等の委託処理に要した
経費

千円 34,831 34,510 37,185 37,266 38,040

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

焼却灰の発生量 ｔ 850 826 953 917 898
ばいじんの発生量 ｔ 247 260 260 234 226

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

焼却灰の処分量
ｔ 850 826 953 917 898

ばいじんの処分量
ｔ 247 260 260 234 226

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 34,831 34,510 37,185 37,266 38,040
事業費計（A) 千円 34,831 34,510 37,185 37,266 38,040

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

業務委託料 206 業務委託料 238 業務委託料 244 業務委託料 289 業務委託料 215

廃棄物処理委託料 34,625 廃棄物処理委託料 34,701 廃棄物処理委託料 36,941 廃棄物処理委託料 36,977 廃棄物処理委託料 37,825

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 208 208 208 208 208
人件費計（B) 千円 794 795 794 756 756

トータルコスト（A)＋（B) 千円 35,625 35,305 37,979 38,022 38,796

事務事業マネジメントシート

事務事業名 葛生清掃センター焼却灰等処理委託事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8271 一般 4 2 2 葛生清掃センター焼却灰等処理委託事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　９年度～　　年度
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律、佐野市廃棄物の処理及び
清掃に関する条例　

①ばいじん溶出試験を年４回実施
②焼却灰溶出試験を年２回実施
③焼却灰及びばいじんの運搬と最終埋立処分の委託

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

焼却灰及びばいじん
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

葛生清掃センターからの焼却灰及びばいじんが
法律に基づく構造基準を満たした管理型の処分
場まで運搬されて、適正な埋立処分をされる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

葛生清掃センターに搬入された、可燃ごみ等の
焼却処理で発生した焼却灰やばいじんは、鉛な
どの重金属を含む循環が困難な廃棄物のた
め、管理型の最終処分場に埋立を行なう必要
がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
そこで、焼却灰は熱しゃく減量を適正に保ち、ば
いじんについては薬剤処理を行った後で、この
運搬と最終埋立処分を委託する事業である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 葛生清掃センター焼却灰等処理委託事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 葛生清掃センター

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成９年４月から廃棄物の処理及び清掃に関する法律の埋立基準強化に基づく改善指導により、自区
内処分場の確保が困難な状況を受けて処理委託が開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

自区内（佐野市内）処分が原則であるが、処分場を確保できない実情があるため委託処理がされてい
る。　委託にあたっては搬入先自治体との事前協議を経るが、最終的には排出者責任は免れないた
め、業者の選定にあっては充分な実績や信用調査が必要である。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特にありません。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

佐野市内（自区内）に焼却灰等の埋立処分場を確保出来ない実情があるため、緊急避難的な対応で
やむを得ず搬入先の自治体と事前協議の上、委託による適正な運搬や埋立処分は、可燃ごみの適正
な焼却処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第４条や佐野市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第4条によ
り、市はごみを生活の保全上支障が生じない内に100％収集し、これを処理及び処分（資源化を含む）
を行なうことが責務とされている。市民との協働と言う視点では、焼却灰等の処分は業務委託で実施し
ている。

妥当である
理由・
改善案

ごみの焼却処理に伴い発生する焼却灰等を法律や条例に基づき適正に処理する事業のため対象と意
図は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

葛生清掃センターのごみ焼却施設から発生する焼却灰等は、佐野市内（自区内）に埋立処分場の確保
が見込めない現状では、委託による処理以外に検討の余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似事務事業はありません。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費の削減については、可燃ごみの減量化を図ることが重要なため、発生抑制、再使用、再利用、
再生利用、熱回収などを進め、最後の取り組みとして焼却処理を行なっている状況なので削減余地は
ない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

家庭からごみステーションに排出されるごみは無料であるが、葛生清掃センターに持ち込まれる事業
所や家庭からのごみは、その量に応じて手数料を徴収しているため見直す必要はない。

総
合
評
価

佐野市が市所有の一般廃棄物最終処分場を確保するか、現在の葛生清掃センターでの可燃ごみ焼却処理を行わなくなった場合（例えばみ
かもクリーンセンターで可燃ごみ焼却処理等）、この事業は廃止できる。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 葛生清掃センター 担当課長名 櫻井　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 検査・調査事務

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

焼却灰等（焼却灰、ばいじん）の放
射性セシウム測定回数

回 8 8 8 8 8

破砕屑の放射性セシウム測定回
数

回 2 1 1 2 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

焼却灰等（焼却灰、ばいじん） 検体 2 2 2 2 2
破砕屑 検体 1 1 1 1 1

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

基準値を下回った焼却灰等(焼
却灰、ばいじん)の測定回数

回 8 8 8 8 8

基準値を下回った破砕屑の測
定回数

回 2 1 1 2 1

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 69 60 61 70 62
事業費計（A) 千円 69 60 61 70 62

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

業務委託料 69 業務委託料 60 業務委託料 61 業務委託料 70 業務委託料 62

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 208 208 208 208 208
人件費計（B) 千円 794 795 794 756 756

トータルコスト（A)＋（B) 千円 863 855 855 826 818

事務事業マネジメントシート

事務事業名 震災に伴う葛生清掃センター焼却灰等放射性物質測定事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8232 一般 4 2 2

震災に伴う葛生清掃センター焼却灰等放射
性物質測定事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　２３年度～　　年度
根拠
法令

条例等

放射性物質汚染対処特措法
原子炉等規制法に基づくクリアラ
ンス基準　

　焼却処理施設から排出される焼却灰等（焼却灰、ばいじん）及び不燃物処理施設から排出される破砕
屑について最終処分場のある自治体からの要請で放射性セシウムの測定を実施した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

葛生清掃センターごみ焼却処理施設から排出さ
れる焼却灰等（焼却灰、ばいじん）及び不燃物
処理施設から排出される破砕屑。

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

●最終処分先の自治体が定める焼却灰等（焼
却灰、ばいじん）の受入れ基準値は4,000Bq/kg
以下でいずれも基準値を下回ることを確認す
る。
●最終処分先の自治体が定める破砕屑の受入
れ基準値は4,000Bq/kg以下で基準値を下回る
ことを確認する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

平成２４年１月に放射性物質汚染対処特措法に
より、焼却灰等（焼却灰、ばいじん）及び排ガ
ス、破砕屑についての測定要請があったため実
施。この特措法においては基準値を全て満たし
ており、平成２４年２月までの測定結果を以て免
除となった。しかし、最終処分場のある自治体
からの測定要請により、現在も焼却灰等（焼却
灰、ばいじん）及び破砕屑については測定を実
施している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 震災に伴う葛生清掃センター焼却灰等放射性物質測定事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 葛生清掃センター

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

福島原発事故による放射能漏れの影響で、東京都の一般廃棄物焼却施設の飛灰から8,000Bq/kgを超える放射性セシウム
（セシウム134及びセシウム137）が検出されたことから、国（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）は東
北地方及び関東地方等の一般廃棄物焼却施設における焼却灰（主灰及び飛灰）の測定の要請があった。これを受け、本市
も測定の実施を始めた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

最終処分先の自治体が定める焼却灰等（焼却灰、ばいじん）及び破砕屑の受入れ基準値は
4,000Bq/kg以下である。受入れをお願いしている立場上、本施設においても、今後も定期的に測定を
行い、自主的に監視を実施して行くことが必要である。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特にありません。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

最終処分先の自治体が定める放射性セシウム（セシウム134及びセシウム137）の基準値が
4,000Bq/kg以下であり、この基準値をクリアしていることを確認したうえで埋立処分を行うため、焼却灰
等の適正処理が行える。

市が行わなければならない
理由・
改善案

一般廃棄物処理は市の責務であり、その一般廃棄物処理に伴う放射性測定業務は市が行わなければ
ならない。測定については民間の専門業者に委託した。

妥当である
理由・
改善案

この事業は、ごみ焼却処理施設から排出される焼却灰等（焼却灰、ばいじん）及び不燃物処理施設か
ら排出される破砕屑の放射性セシウム濃度を測定し、安全を確認することにより適正処理が行えるの
で、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

葛生清掃センターのごみ焼却施設から発生する焼却灰等は、佐野市内（自区内）に埋立処分場の確保
が見込めない現状では、委託による処理以外にない。その委託業務を安全安心に処理することが目的
なので成果向上の余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似事務事業はありません。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

焼却灰、ばいじん、不燃残渣の３検体の環境計量測定を委託する事業で、測定業務費のみであるので
削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者負担を求める事務事業ではない。

総
合
評
価

国の放射性対処特措法による焼却灰等及び排ガスの測定要請事業は、測定結果が基準値を下回ったことを確認された時点で免除となった。
しかし、最終処分場を有する自治体からの焼却灰等受入条件として測定が義務付されているので、焼却灰等の受入先が変わるなどで要請が
なくならない限り、継続される。また、本市において一般廃棄物最終処分場を確保すればこの事業は廃止できる。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 葛生清掃センター 担当課長名 櫻井　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

会議の開催回数
回 4 4 4 4 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

労働者数 人 13 12 12 12 14

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

会議への出席回数
回 3 3 2 0 0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

搬入ごみが中間処理、最終処分におい
て、適正に処理・処分されなかった件数 件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 11 11 11 11 12
事業費計（A) 千円 11 11 11 11 12

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金 11 負担金 11 負担金 11 負担金 11 負担金 12

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 208 208 208 208 208
人件費計（B) 千円 794 795 794 756 756

トータルコスト（A)＋（B) 千円 805 806 805 767 768

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野労働基準協会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8224 一般 4 2 2 佐野労働基準協会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　１８年度～　　年度
根拠
法令

条例等
労働安全衛生法第１９条

(市の活動)
佐野労働基準協会への負担金の支出、総会や講習会等への参加、安全週間、労働衛生週間への参
加、また佐野市清掃センター安全衛生委員会の開催等を行う。

(佐野労働基準協会の活動)
通常総会、講習会、安全週間説明会、労働衛生週間説明会、その他の取り組み等。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

葛生清掃センターに勤務する職員
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

安全で快適な作業環境が確保されて、労働災
害が防止される。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

環境に負荷を与えない適切な処理・処分ができ
ている。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

葛生清掃センターに勤務する職員の労働災害
防止と職場環境の安全衛生の適正な管理を行
う事業である。

※佐野労働基準協会とは、会員相互の連絡調
整のもと関係行政機関と連携し、労働基準法、
労働安全衛生法などの関係法令の普及に努め
るとともに、労務管理の改善、労働災害防止の
ための活動を推進することによって労働者の福
祉の増進を図り、併せて労働生産性の向上と産
業の興隆に寄与することを目的としています。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野労働基準協会参画事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 葛生清掃センター

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

労働安全衛生法により、事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守る
だけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確
保するため、事務事業としては平成18年度から開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

労働災害の防止や環境改善への取り組みが強化されている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

安全で安心して働くことが出来る労働環境の維持が求められている。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

ごみ処理施設の適正な安全衛生管理は、ごみの適正処理に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第４条によりごみ処理は市の責務であり、清掃事業における労
働災害の防止を図るなどの適正な安全衛生管理を行わなければならない。

妥当である
理由・
改善案

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第４条によりごみ処理は市の責務で、施設や処理作業の適正な
安全衛生管理は不可欠であり見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

葛生清掃センターのような清掃活動を行う職場は、労働災害の発生が多い職種であるために労働安全
衛生法が適用されているのであり、やり方を変えるなどの向上余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似事務事業はありません。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

葛生清掃センターのような清掃活動を行う職場は、労働災害の発生が多い職種であるために労働安全
衛生法が適用されているものであり、また金額については市が定めているものでないため、削減の余
地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者負担を求める事務事業ではない。

総
合
評
価

目的が職員の労働災害防止や、安全快適な職場環境の確保等である事務事業なので、施設が廃止されるまで事業の廃止や休止はできな
い。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 24 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6112

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 クリーン推進係 担当課長名 櫻井　　学

政　　策 環境にやさしいまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 ごみの発生抑制と資源の有効活用 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 搬入ごみの適正処理の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

修繕件数（大規模な故障）
件 0 0 0 0 0

施設の稼働日数
日 301 301 304 303 301

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

みかもクリーンセンターごみ搬入量 t 27,052 25,949 29,337 26,654 26,003

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

故障発生数（大規模な故障）
件 0 0 0 0 0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

ごみ処理施設の運転において、振動・騒
音・排出ガス等が施設の管理値を超えた
件数

件 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 48,587 37,156 30,532 29,227 32,918
一般財源 千円 44,519 73,735 84,047 62,107 57,798

事業費計（A) 千円 93,106 110,891 114,579 91,334 90,716
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

報酬 24,226 報酬 25,206 報酬 21,491 報酬・給料・職員手当等 24,821 報酬・給料・職員手当等 22,710

共済費 3,938 共済費 4,554 共済費 3,880 共済費 4,317 共済費 3,731

旅費・報償費 6 旅費・報償費 9 旅費・報償費 9 旅費・報償費 82 旅費・報償費 67

需用費 40,105 需用費 51,082 需用費 60,106 需用費 33,525 需用費 43,045

役務費 6,814 役務費 6,768 役務費 6,602 役務費 4,706 役務費 4,890

委託料 12,144 委託料 17,492 委託料 16,687 委託料 20,073 委託料 12,564

使用料及び賃借料 5,462 使用料及び賃借料 5,473 使用料及び賃借料 5,552 使用料及び賃借料 3,553 使用料及び賃借料 3,462

備品・負担金・公課費 410 備品・負担金・公課費 307 備品・負担金・公課費 252 備品・負担金・公課費 257 備品・負担金・公課費 247

正規職員従事人数 人 3 3 3 3 3
のべ業務時間 時間 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800
人件費計（B) 千円 6,869 6,878 6,867 6,547 6,545

トータルコスト（A)＋（B) 千円 99,975 117,769 121,446 97,881 97,261

事務事業マネジメントシート

事務事業名 みかもクリーンセンター維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8209 一般 4 2 2 みかもクリーンセンター維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ１８年度～　　
根拠
法令

条例等

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

光熱水費の支払い、施設の修繕、使用車両（重機）の点検整備などを行った。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

みかもクリーンセンターの搬入されるごみ総量
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

負荷を与えない適切な処理・処分ができている
成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

みかもクリーンセンターの保守管理、委託、修
繕等を行い、みかもクリーンセンターの適正な
運営管理を行う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 みかもクリーンセンター維持管理事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 クリーン推進係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成18年３月のみかもクリーンセンターリサイクル施設稼働開始による。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

平成18年３月のみかもクリーンセンターリサイクル施設稼働開始による。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

市民から常に、安全、安心の施設であるような施設管理が求められている。

現状維持により対象外。

結びついている
理由・
改善案

みかもクリーンセンターの適正な管理は、搬入搬出ごみの適正処理につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

一般廃棄物の処理は市の責務であり、市は施設の適正な管理を行わなければならない。
一部業務委託を実施している。

妥当である
理由・
改善案

一般廃棄物の処理は市の責務であり、市は施設の適正な管理を行わなければならない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

必要な修繕等は行っており、現時点での向上余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似の目的や活動形態を持つ事務事業は他にない。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

施設の維持管理であり、委託できる業務は既に委託済みで、これ以上の削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者負担を求める事業ではない。

総
合
評
価

一般廃棄物の処理は市の責務であり、市は施設の適正な管理を行わなければならない。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価
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